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　　  一般質問は､ 議員が市政全般について､ 自由なテーマで市長に質問･政策提言を行うもので､ 市民の声を
市政に届けるものです｡９月定例会では､12名の議員が一般質問を行いました｡ここでは､質問と答弁の
一部をご紹介します｡ なお､ 質問の内容は､ 質問した議員が作成しています｡　一般質問のようすは、インターネットで配信をしています。２次元コードから、該当議員の動画へアクセスできます。

　（パソコンやスマートフォンで視聴できます。閲覧可能期間は２年間です）

一　般　質　問そこが聞きたい!!

録画配信の
２次元コード

入曽駅周辺整備計画は市長と鉄道事業者の覚書前に戻して！

録画配信の
２次元コード

少子化対策の推進について

録画配信の
２次元コード

小・中学校プールの今後のあり方について検討組織の設置を

録画配信の
２次元コード

大手自動車会社の現状と今後について

猪股　嘉直（日本共産党）

三浦　和也（改進）衣川　千代子（日本共産党）

千葉　良秋（自由民主党）

その他のテーマ

▲

建替の入曽駅は請願駅なのか 

▲

重要土地等調査規制法は人権を侵害し制約する恐れが

◆小中学校のプール施設の状況は
①プール施設の建設年度と経過年数や老朽化の
状況は。
②プール施設の年間維持管理経費は。
生涯学習部長 ①昭和40年代後半から50年代に
かけて建設された施設が大半で、建設から40年
以上経過している施設が13校、30年以上40年未
満となる施設が９校である。近年はプール槽か
らの水漏れ、ろ過装置のポンプや滅菌するため
の機械の故障、プールサイドの亀裂、給水管から
の漏水など老朽化が進行している状況にある。
②上下水道代、電気代、薬品代及び点検委託料の
合計で、令和３年度は小学校15校の総額で約784
万円、１校当たり約52万円となり、中学校８校の
総額で約390万円、１校当たり約49万円となる。

◆大手自動車工場の撤退
　現時点で今年度いっぱいで閉鎖というが、最
新の情報は。
環境経済部長 令和３年度をめどに完成車生産
の機能を寄居町の完成車工場や小川町のエン
ジン工場に集約した後、１年から２年をめどに
部品生産の機能を完全に寄居町に集約する。

◆撤退後の新狭山商店街への影響
　飲食店経営者から「従業員がよく使ってくれ
た。店も改装したが、今は座敷まで使うことは

ない。出張の方が夜来てくれた。影響はかなり
ある。」と聞いている。商店街に対する対策は。
環境経済部長 新狭山商店街では経営者の高齢
化による廃業や商店街活動の担い手不足などの
課題を解決するため、令和元年度から埼玉県の
事業であるNEXT商店街プロジェクトの採択を
受け、シンサヤママーケットを立ち上げ、地域住
民や行政が一体となって事業に取り組んでいる。

◆今後のつながりとしてどんな働きかけを
　創業後50年以上が経過してできたつながり
を、今後も継続してほしいが、市としてどんな
働きかけを行っているか。 
環境経済部長 地域社会とのつながりを継承して
いくために本市とのパートナーシップ関係の構
築などについて要請し、硬式野球部と実業団駅伝
で活躍している陸上部は市民の誇りであり、本市
に存続していただきたい旨も要請している。

また、この額に令和元年度までの直近３年間の
修繕工事に要した１年当たりの平均額を加える
と、小学校15校の総額で約1,201万円、１校当た
り約80万円となり、中学校８校の総額で約837万
円、１校当たり約105万円となる。

◆教育委員会としてどのような検討課題があるか
　小中学校のプール授業及び施設について、現
在どのような検討課題があるのか。
学校教育部長 プール授業では、指導に当たる
教員数の問題や、猛暑日における熱中症などの
問題がある。プール施設では、老朽化するプール
施設の維持管理費用の
増加が見込まれること
や、更新時には多額の費
用が必要となることを
踏まえ、学校におけるプ
ールのあり方を研究し
ていく必要がある。

◆�出生率を上げるには結婚する方を増やす必要が
あるが

①本市の未婚率の状況は。
②本市の婚活支援の取り組み内容と実績は。
総合政策部長 ①20歳代から30歳代の未婚率
は、男性が６割、女性が５割を超えている。原因
としては、結婚への意識の低下や勤労者所得の
伸び悩み、共働きによる女性の負担の増加、教
育面での育児コストの増加などが考えられる。
②ライフデザインセミナーや異性とのコミュニ
ケーション力を高めるための講習などを実施す
るとともに、婚活イベントを開催
し出会いの場を提供してきた。
　また、SAITAMA出会いサポー
トセンター運営協議会へ入会す

◆�市長と鉄道事業者との覚書、最後の住民説明会
が終わる前の平成30年２月９日に締結

①入曽地区での説明会は全24自治会で平成30年
１月から２月に開催。最後の説明会はいつか。
②住民の声を聴かず、議会にも諮らず、覚書を交
わして良いのか。
都市建設部長 ①平成30年２月28日である。
②課題を解決する上で、駅の移転は鉄道事業者
の協力なくして完成しないため、基本的な事項
を確認し、書面での取り交わしを進めるととも
に、入曽駅周辺整備事業の基本計画を市民に周
知する必要があると判断し、覚書締結に向けた
同時期に、説明会などの実施と広報に事業概要
を掲載した。なお、基本計画の策定にあたり市議

るとともに、同センターへの登録を促し、令和３
年８月末現在で160名の方に登録いただいた。こ
れらの支援の実績として、今年度に入り２名、こ
れまでに合計で５名の方が結婚に至っている。

◆�第２期狭山市子ども・子育て支援事業計画のア
ンケートでは、�就労を希望する母親が増加し
ている�

　子育て後に再就職を希望する母親や子育て
しながら就労する母親に対する支援は。
福祉こども部長 総合子育て支援センターや児
童館などでは、相談員や保育士が就労を含めた
相談を受けており、保育所や幼稚園、一時預かり
保育の活用などについて説明している。特に、ひ
とり親世帯の就労希望者には母子・父子自立支
援員が状況を聞き、ハローワークでの求職活動、
職業訓練案内や埼玉職業能力開発促進センター
への同行支援など、相談者に寄り添った支援を
行っている。

会の建設環境委員会や全員協議会で説明し、パ
ブリックコメントを実施し、政策決定した。

◆�重要土地等調査規制法は重要施設（入間基地）
がある狭山市民に大きな影響があるのでは

　法の目的と概要についての認識は。
総合政策部長 法では重要施設の敷地の周辺おお
むね１㎞の区域内にある土地や建物などが、その
機能を阻害する行為に使用されることを防止し、
これをもって国民生活の維持並びに領海などの
保全及び安全保障に寄与することを目的として
いる。また、法の概要においては土地等利用状況
調査の実施や利用者
等関係者の情報提
供、土地等の利用者
への勧告及び命令、
土地の契約の届出な
どを規定している。

その他のテーマ

▲

コロナ禍の市内事業者の実態と支援策をどう考えているか
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